
論文 「対日平和条約第 2 条が世界に及ぼした影響」（髙井晋著） 

（AI アシスタントによる要約） 

 

この文書は、対日平和条約第 2 条が日本と朝鮮半島、北朝鮮、韓国、及び竹島問題に与えた影響について論

じている。 

日本の島嶼領土問題の背景 

日本が直面する島嶼領土問題は、対日平和条約第 2 条に起因し、北方 4 島、竹島、尖閣諸島の領有権を巡る

争いが続いている。  

• 対日平和条約第 2 条は、連合国が日本の領土を再定義するために制定された。 

• 北方 4 島問題、竹島問題、尖閣諸島問題が日本の安全保障に影響を与えている。 

朝鮮動乱と朝鮮半島の分断 

日本は朝鮮の独立を認めたが、1948 年に韓国と北朝鮮が独立を宣言し、1950 年に朝鮮動乱が勃発した。  

• 1953 年に休戦協定が締結され、北緯 38 度線で対峙が続いている。 

• 国連安保理は北朝鮮の侵攻を平和の破壊と認定し、26 か国が韓国に軍事援助を提供した。  

北朝鮮の軍拡とロシアへの兵力提供 

北朝鮮は金王朝の存続を最優先し、核兵器とミサイルの開発を進めている。  

• 2002 年に核拡散防止条約を脱退し、国連安保理は北朝鮮の軍拡を脅威と認定した。  

• 2024 年に北朝鮮とロシアが兵力提供に関する条約を締結し、北朝鮮はロシアに兵士を提供している。 

日本の竹島に対する領有権主張 

韓国は 1952 年に竹島を含む海域の主権を一方的に宣言し、日本は国際司法裁判所への提訴を試みたが失敗し

ている。  

• 韓国は竹島を独島と呼び、古文書を根拠に領有権を主張しているが、確たる証拠は示されていない。  

• 日本は竹島の領有権を主張し続けているが、韓国の不法占拠が続いている。 

東アジアの安全保障環境 

対日平和条約第 2 条(b)項により、日本は台湾に対する権利を放棄し、中国は台湾統一を目指している。  

• 台湾問題は中国の武力行使の懸念を引き起こしており、国際的な関心事となっている。 

• 日本は 1972 年に中国と国交を正常化し、台湾との外交関係を断絶した。  

国連代表権問題と中台関係 

中国共産党は 1949 年に成立し、1971 年に国連の代表権を獲得したが、台湾は依然として重要な問題であ

る。  

• 米国は台湾関係法を制定し、台湾との実務関係を維持している。 

• 日本は日中共同声明で中国の立場を尊重することに同意したが、台湾問題は依然として緊迫している。 

尖閣諸島の領有権問題 

日本は 1895 年に尖閣諸島を領土に編入したが、中国は 1971 年に領有権を主張し始めた。  

• 中国は歴史的根拠を挙げて尖閣諸島の領有権を主張しているが、日本はその主張を否定している。  

• 尖閣諸島は日本の領土であり、中国の主張には根拠がないと反論している。  

対日平和条約と北方領土問題 

対日平和条約第 2 条は、日本が千島列島や樺太の一部に対する権利を放棄することを規定している。 これに

より、ソ連は北方領土を占拠し、日本人は苦しみを味わった。 

• 対日平和条約第 2 条（c）項は、日本が千島列島と樺太の一部に対する権利を放棄することを規定。  



• ソ連は条約に不満を表明し、調印せず、北方 4 島を不法占拠。 

• 終戦後、約 1 万 7 千人の日本人が強制移送され、過酷な環境で苦しむ。 

• 捕虜となった日本兵士 61 万 1237 人は、1946 年から 1950 年にかけて帰国。  

• 約 6 万人が過酷な労働で死亡した。 

ビザなし交流と平和条約交渉の進展 

日本は北方四島の帰属問題を解決し、平和条約を締結するためにソ連（ロシア）との外交交渉を続けている。 

ビザなし交流が始まったが、現在は中止されている。 

• 日本はソ連との平和条約締結に向けて交渉を継続。 

• 1956 年に日ソ共同宣言が締結され、戦争状態が終了。  

• 1991 年からビザなし交流が認められ、交流が始まる。 

• 2022 年のロシアによるウクライナ侵攻により、ビザなし交流は中止。 

• 日本は歴代大統領と平和条約交渉を続け、共同経済開発に合意したが、現在は中止。 

ロシアの北方領土における軍事力の強化 

ロシアは北方領土において軍事力を展開し、近代化を進めている。露中の軍事協力が強化され、地域の安全

保障環境が変化している。 

• 1950 年代にロシア軍は撤退したが、1970 年代から再展開。 

• 2010 年代に入ってから軍事力の近代化を推進。 

• 国後島と択捉島に地対艦ミサイルを展開。 

• 露中両国は戦略的協力を強化し、共同演習を実施。  

• 日本は権威主義的国家の脅威に備える必要がある。 

日本の南洋諸島に関する権利放棄 

対日平和条約第 2 条（d）項は、日本が南洋諸島に対する権利を放棄することを規定している。 これにより、

太平洋島嶼国との関係が変化している。 

• 日本は南洋諸島に対する権利を放棄。 

• 南洋諸島はミクロネシアの島々で、現在は独立国。 

• 日本は太平洋島嶼国との地域協力を進めている。 

• 太平洋島嶼国は中国の影響を受けている。 

南極地域における日本の権利放棄 

対日平和条約第 2 条（e）項は、日本が南極地域に対する権利を放棄することを規定している。 日本は南極観

測を行い、国際協力を進めている。 

• 日本は南極地域に対する権利を放棄。 

• 1912 年に初の南極探検を行い、1956 年に観測隊を派遣。 

• 南極条約が締結され、領土権が凍結された。 

• 南極での鉱物資源活動は無期限禁止。 

南シナ海における領有権の主張と現状変更 

対日平和条約第 2 条（f）項は、日本が南沙群島と西沙群島に対する権利を放棄することを規定している。 中

国は力による現状変更を進めている。 

• 日本は南沙群島と西沙群島に対する権利を放棄。 

• 台湾は南シナ海の領有権を主張し、11 段線を発表。 

• 中国は 1974 年に西沙群島を奪取し、南沙群島でも武力行使。  

• 中国は人工島を造成し、軍事施設を整備。 

• 米国は航行の自由作戦を実施し、中国の行動に対抗。 


